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主要政党の政策評価 2024 

2024年 10月 15日 
（一社）日本経済団体連合会 

経団連は、「今こそデフレから完全脱却し、成長と分配の好循環を実現する」と題した 2024年度事業方針を 5月 31日に決定した。 
これに基づき、自由民主党を中心とする与党の政策（取り組み・実績ならびに課題）の評価を行った。あわせて、主な野党についてもどのような政策を主張しているか検証した。 

 

【与 党】 

 自由民主党を中心とする与党の政策は、30年来のデフレからの完全脱却を目指して、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）や、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）をはじめとする新たな成長分野の競争力の

強化、構造的な賃金引上げ、こども・子育て政策の推進などの内政課題への対応に加え、自由で開かれた国際秩序の維持・強化のための外交の展開や、経済安全保障の確保など、多岐にわたる課題に対し、一つひとつ着実に

成果をあげる形で展開されており、高く評価できる。他方、政治資金に関する問題については、透明性の向上を図るとともに、党のガバナンスの強化を通じて、政治に対する国民からの信頼回復に努めることを強く求める。 

 経団連事業 

方針の項目 
主な取り組み・実績 主な課題 

自由民主党 

(1)科学技

術・イノベ

ーションを

通じた持続

的な経済成

長の実現 

＜社会課題への対応を成長へとつなげるべく、ＧＸ、ＤＸの推進、スタート 
アップの活性化等、新たな成長分野の競争力強化に向けて取り組んでいる＞ 

・ＧＸ推進戦略・分野別投資戦略に基づく官民ＧＸ投資の推進、ＧＸ推進機構の設立、ＡＺＥＣ構想の

推進 

・原子力発電の次世代革新炉（革新軽水炉、ＳＭＲ、高速炉、高温ガス炉、核融合）の研究開発の推進 

・循環型社会形成推進基本計画の策定、再資源化事業等高度化法の制定、循環経済実現に向けた関係    

閣僚会議の新設 

・生物多様性活動促進法の制定をはじめとするネイチャーポジティブの実現に向けた取り組みの推進 

・データ利活用を支える個人情報保護制度、デジタルガバメント、医療・介護、教育、交通・物流（MaaS

の社会実装、CASEへの支援等を含む）、防災（データ連携基盤の整備等を含む）などの各分野における

ＤＸの推進、マイナンバーの利活用・国民の理解促進 

・スタートアップ育成５か年計画に基づくスタートアップ振興に向けた施策の展開 

・量子、ＡＩ、バイオ・ライフサイエンス、半導体、６Ｇなどの先端基盤技術の研究開発・産業化等の 

推進 

・エンタメコンテンツ産業の振興（クリエイターの支援、コンテンツの海外展開等を含む） 

・ＧＸ／ＣＥ（サーキュラーエコノミ―）／ＮＰ（ネイチャーポジティブ）の一体的な推進 

・革新的イノベーションに対するＧＸ投資支援の加速・重点化、ＧＸ製品市場の創出、成長に資する排出量取

引制度（ＧＸ-ＥＴＳ）の設計、ＡＺＥＣ構想も活用したＧＸ製品の国際展開 

・Ｓ＋３Ｅを確保できる次期エネルギー基本計画の策定、将来の電力需要増を見据えた、電力の安価・安定供

給の確保、省エネの徹底、再生可能エネルギーの主力電源化、原子力の最大限活用、革新炉・核融合の研究

開発加速、電力系統整備、化石燃料の安定調達、持続可能な非化石燃料（水素、アンモニア、ＳＡＦ等）の

開発促進・安定供給と円滑なトランジション 

・国際競争力及び経済安全保障強化の観点から業種・業態に即した循環経済施策の展開、事業者間の連携促進、

循環性指標や情報開示手法等のあり方の検討、循環実態の可視化に向けた情報流通基盤の構築の迅速化 

・スタートアップエコシステムの強化、優れた研究のスタートアップを通じた社会実装（Science to Startup） 

の推進、全省・機関のスタートアップ関連施策の集約と一覧化 

・企業・行政等のデータ利活用推進に向けた連携強化、個人情報の保護と利活用のバランスが取れた環境整備 

・バイオ製品国内製造基盤の構築・拡充、市場創出に向けた国際標準化等のグローバルなルール形成や国際規

制調和の実現 

・イノベーション・ＤＸ人材育成（医療・介護分野を含む）の推進、官民連携や人材育成等を通じたサイバー 

セキュリティの強化 

・エンタメコンテンツ産業のさらなる振興 

・広島ＡＩプロセスの実現に向けたルール形成、ＡＩガバナンスの構築 

(2)分厚い

中間層の形

成 

＜構造的な賃金引き上げ、多様な人材の活躍に向けた環境整備、こども・子育て
政策の強化などに取り組んでいる＞ 

・構造的な賃金引き上げに向けた環境整備の推進（パートナーシップ構築宣言等） 

・リスキリングによる能力向上支援の検討、リカレント教育の推進 

・高等教育修学支援新制度の中間層への拡大、博士課程学生に対する経済的支援 

・「こども未来戦略」の実現に向けた各種こども・子育て施策の拡充 

・仕事と育児・介護・健康課題等との両立支援 

・資産運用立国実現プランの策定をはじめとする国民の資産所得増加に向けた各種政策の展開（NISA、 

iDeCo拡充等） 

・雇用のマッチング機能強化と労働移動推進型のセーフティーネットへの移行、労働時間・場所をベースとし

ない処遇を可能とする法制の実現 

・安心してこどもを産み、育てることのできる社会・環境づくりの推進、男性の家事・育児促進をはじめとす

る仕事と育児等との両立支援の取り組みの加速 

・多様な人材（高齢者、若年者、有期雇用等労働者等）の活躍推進に向けた環境・制度整備（「自社型雇用シス

テム」の確立に向けた環境整備、就業調整問題の解消、選択的夫婦別姓制度の導入等） 

・抜本的な初等中等教育改革、国際競争力向上に向けた大学改革、グローバルリーダーの育成・博士人材など 

の高度専門人材の活躍促進 

・国際的な人材獲得競争の激化を踏まえた環境整備（一定の専門性・技能を持つ外国人材の戦略的誘致等）の

検討 

・金融経済教育の充実を通じた国民の金融資産形成の促進 

(3)力強い 

経済成長を

支える財政・

税制の改革 

＜経済再生と財政健全化に向けたマクロ経済政策運営に取り組んでいる＞ 

・2030年度までの経済・財政新生計画の提示、2025年度の国・地方のプライマリーバランス黒字化に 

向けた経済・財政・社会保障の一体改革の推進 

・経済成長と中長期の財政健全化を両立するダイナミックな経済財政運営の推進、金利のある世界への転換に

向けたワイズスペンディングの徹底 

・国内投資の拡大等に資する法人課税のあり方に関する検討をはじめとする税制改正（投資減税、国際課税等） 

・公正・公平で持続可能な税・社会保障の一体改革（全世代型社会保障制度の構築を含む）の推進 
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以 上 

 経団連事業 

方針の項目 
主な取り組み・実績 主な課題 

 

(4)活力あ

ふれる地域

経済社会の

実現 

＜持続可能な地域経済社会の確立に向けて取り組んでいる＞ 

・国内需要の喚起とインバウンドの回復（外国人観光消費額約 5.3兆円、旅行者 2,507万人）、観光ＤＸ

等の促進 

・食料・農業・農村基本法の改正等を通じた食料安全保障の強化 

・デジタル田園都市国家構想総合戦略に基づくデジタルの力を活用した地方創生の推進 

・感染症流行や災害時等に国が自治体に必要な指示ができる特例の創設をはじめとする危機管理・社会

基盤の強化 

・能登半島地震、東日本大震災等の自然災害からの復旧・復興の加速、防災・減災、国土強靭化の推進 

・観光、交通、運輸、物流、飲食等のサービス業を中心とする地方の人手不足への対応（ＤＸによる対応を 

含む） 

・オーバーツーリズムの未然防止・抑制、地域一体となった観光業再生・高付加価値化の推進、観光地のマネ 

ジメント体制構築の促進 

・国と地方の行政システムや社会機能の集中と分散のあり方に関する検討の促進、地域の広域連携促進に 

向けた各種の規制・制度改革 

・災害の激甚化を踏まえたさらなる国土強靭化の推進（デジタル技術の活用を含む） 

(5)自由で

開かれた国

際経済秩序

の再構築 

＜自由で開かれた国際秩序の維持・強化のための外交を積極的に展開している＞ 

・日米同盟を核としたＧ７・同志国との結束強化、日米韓三か国関係の強化、防衛力の強化など、国益増

進・国際公益実現に向けた積極的な首脳・閣僚級外交の展開 

・「グローバルサウス諸国との新たな連携強化に向けた方針」、インフラシステムの海外展開に関する

「2030年を見据えた新戦略骨子」の決定 

・経済安全保障推進法の完全施行、経済安全保障版セキュリティクリアランス制度の創設のための     

法整備 

・ＷＴＯ改革等を通じた法の支配に基づく自由で開かれた国際経済秩序の再構築（ＣＰＴＰＰの拡大に向けた

働きかけ（米国の復帰を含む）、ＥＰＡ等の締結推進、安全保障例外の見直し、経済的威圧への対応等） 

・中国との戦略的互恵関係の推進、建設的かつ安定的な関係の構築 

・グローバルサウス諸国へのテーラーメイドのアプローチ 

・国際的なルールメイキングの主導 

・経済安全保障の観点を踏まえた半導体の国内製造基盤強化に向けた政府支援の拡充 

(6)国家的

イベントの

成功 

＜オールジャパンで準備を進め、成功に向けて取り組んでいる＞ 

・2025年大阪・関西万博、2027年国際園芸博覧会の成功に向けた、博覧会協会や関係自治体、経済界等
との連携によるオールジャパンでの準備の推進 

・全国的な機運醸成等（意義や展示内容の発信等を含む） 

公明党 
経済政策 ・持続的な賃上げに向けた価格転嫁の推進、省力化投資補助金の活用促進などによる生産性向上、訪日客の地方誘客による観光立国の推進等 

こども・ 

子育て政策 ・こどもの貧困対策としての安全・安心の居場所の確保、出産費用の実質無償化、高等教育費のさらなる負担軽減等 

エネルギー

政策 ・原子力依存度の低減（廃炉が決定した原子炉と同じ敷地内において既存炉より安全性が向上する次世代革新炉の建て替えは容認）等 

 

【野 党】主な野党の政策は以下の通りである。 

立憲民主党 
経済・社会保障 ・「分厚い中間層の復活」に向けた最低賃金 1,500円以上の実現、保育・介護・福祉分野の賃金引上げ、超高齢化社会に対応した社会保障制度の構築、自然エネルギー・デジタル産業への重点投資等 

社会政策等 ・選択的夫婦別姓の実現、給食費・高校・専門学校・大学の無償化、災害に強いまちづくりの推進、政治の信頼回復に向けた企業・団体献金の禁止等 

外交 ・日米同盟を基軸としたアジア太平洋地域との連携強化、気候変動対策や人権を重視した外交の展開等 

日本維新 
の会 ・高等教育を含む教育無償化、ベーシックインカム・給付付き税額控除の実施を軸とする社会保障全体の改革推進、2025年大阪・関西万博の成功に向けた取り組みの推進等 

国民民主党 
・日本型ベーシックインカムの導入、教育国債の活用を通じた教育科学技術予算の年間 10兆円規模への倍増、賃金上昇率が物価上昇率プラス２％に達するまでの間の消費税減税（10％→５％）等 

 


